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て、当審査会に対し、再審査請求をした。
第３　当事者等の主張の要旨
　（略）

理由
第１　問題点　
１	　厚年法第２４条の４には、実施機関は、
被保険者が賞与を受けた月において、そ
の月に当該被保険者が受けた賞与額に基
づき、これに千円未満の端数を生じたと
きはこれを切り捨てて、その月における
標準賞与額を決定すると規定されている。
　厚年法第３条第１項第４号には、賞与
とは、賃金、給料、俸給、手当、賞与そ
の他いかなる名称であるかを問わず、労
働者が労働の対償として受ける全てのも
ののうち、３月を超える期間ごとに受け
るものをいうと規定されている。

２	　「「標準報酬月額の定時決定及び随時改
定の事務取扱いに関する事例集」の一部
改正について」（令和４年９月５日付け日
本年金機構事業管理部門担当理事宛て厚
生労働省年金局事業管理課長事務連絡。
以下「本件通知」という。）によれば、「報
酬」・「賞与」にはどのようなものが含ま
れるかとの質問（「報酬・賞与の範囲につ
いて」の項の問）に対して、具体的事例
①では、「現実に提供された労働に対する
対価に加え、給与規程等に基づいて使用
者が経常的（定期的）に被用者に支払う
ものは、「報酬等」に該当する。労働の提
供と対償の支払が時間的に一致する必要
はなく、将来の労働に対するものや、病
気欠勤中や休業中に支払われる手当で
あっても労働の対償となり、「報酬等」に
該当する。また、雇用契約を前提として
事業主から食事、住宅等の提供を受けて
いる場合（現物給与）も「報酬等」に含
まれる。」と回答されており、具体的事例
④では、「事業主が恩恵的に支給するもの
は労働の対償とは認められないため、原
則として「報酬等」に該当しない。」とさ
れているが、具体的事例⑤では、「恩恵的
に支給するものであっても、労働協約等
に基づいて支給されるもので、経常的（定
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主文
　後記「事実」欄第２の５記載の原処分を取
り消す。

事実
第１　再審査請求の趣旨
　再審査請求人（以下「請求人」という。）
の再審査請求の趣旨は、後記第２の５記載
の原処分の取消しを求めるということであ
る。
第２　事案の概要（本件再審査請求に至る経
緯）
　本件記録によると、請求人が本件再審査
請求をするに至る経緯として、次の各事実
が認められる。
１	　請求人は、a社と称する厚生年金保険
法（以下「厚年法」という。）上の適用事
業所の事業主である。
２	　請求人は、令和○年○月○日、a社に
使用される厚年法の被保険者Ａに対し、
技能資格取得報奨金として○円を支給し
た（以下、請求人がＡに支給したこの技
能資格取得報奨金を「本件報奨金」とい
う。）。
３	　日本年金機構（以下「機構」という。）
は、令和○年○月○日、a社の調査を実
施し、本件報奨金を支給したＡについて、
厚生年金保険被保険者賞与支払届（以
下、単に「賞与支払届」という。）を提出
するよう指導した。
４	　請求人は、令和○年○月○日（受付）、
前記３の機構の指導に基づき、機構へ賞
与支払届を提出した。
５	　機構は、令和○年○月○日付けで、請
求人に対し、届出のあったＡの令和○年
○月○日分の厚年法に規定する標準賞与
額を○円（訂正後決定額）（注：訂正前決
定額は○円）と決定する旨の処分（以下
「原処分」という。）をした。
６	　請求人は、原処分を不服として、標記
の社会保険審査官に対する審査請求を経
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験の準備に費やしたとしても、合格しな
ければ支給されないものであり、合格し
たとしても受験料相当額の範囲で１回限
り支給されるものであるから、請求人の
報奨金が労働の対価に相当するものとし
て経常的に支払われるものに該当すると
はいい難く、むしろ、福利厚生として一
時的に支給されるものに該当するという
べきである。

３	　これに対し、保険者は、請求人の報奨
金については、本件規定に定めがあるこ
とを理由に、「報酬等」に該当すると主張
しているが、請求人の報奨金が「経常的
（定期的）に支払われる」ものであること
を基礎付ける事情については明らかにさ
れているとは認め難く、本件において提
出された全資料によってもこれを認める
ことができないというほかはない。

４	　そうすると、本件報奨金が賞与に当た
るものとしてされた原処分については、
適法かつ妥当であるということができな
いから、請求人の再審査請求には理由が
あるものとして、原処分を取り消すのが
相当である。そして、保険者においては、
改めて上記の判断に沿った処分をすべき
である。

５	　以上の理由によって、主文のとおり裁
決する。

期的）に支払われる場合は、「報酬等」に
該当する。」と回答されている。
　なお、具体的事例⑥では、「労働の対償
として支給されるものであっても、被保
険者が常態として受ける報酬以外のもの
は、「報酬等」に含まれない（支給事由の
発生、支給条件、支給額等が不確定で、
経常的に受けるものではないものは、被
保険者の通常の生計に充てられるものと
は言えないため）。ただし、これに該当す
るものは極めて限定的である。」とされ、
大入袋を例として挙げている。
３	　請求人は、本件報奨金は、福利厚生の
一つであり、賞与には当たらないと主張
して、原処分の取消しを求めているので
あるから、本件の問題点は、本件報奨金
が賞与に当たるものとしてされた原処分
が上記の法令及び本件通知に照らして適
正妥当といえるかどうかである。

第２　事実の認定及び判断
１	　本件記録及び公開審理の結果によれ
ば、本件報奨金は、本件事業所に適用さ
れる「技能資格取得報奨金及び奨励金支
給規定」（以下「本件規定」という。）に
基づき支給されるもの（以下、この規定
に基づく報奨金を「請求人の報奨金」と
いう。）であり、その支給対象者は、自己
啓発による技能資格取得者で、資格試験
に合格した者に限定され、その報奨金の
額は受験料相当額（取得した資格のラン
クに応じて１万円、７０００円、５０００
円）とされていることが認められる。
２	　本件通知によれば、報酬とは「労働の
対償として経常的かつ実質的に受けるも
ので、被保険者の通常の生計に充てられ
るすべてのもの」とされているところ、
請求人の報奨金は、自己啓発により資格
試験の受験をし、合格した者に限定した
上で、受験料相当額の範囲で支給される
ものであって（なお、本件規定によれば、
会社指名による受験の場合には業務とし
ての取扱いがされ、請求人の報奨金を支
給しないとされていることが認められ
る。）、このことからすると、該当する試
験の受験者が、どれだけ多くの時間を受




